












中小企業エネルギーコスト削減促進事業 

経営・創業支援課 中小企業支援係 

 

１  目 的 

原油・原材料価格の高騰等に直面する県内中小企業のエネルギーコストの削減を促進する

ため、省エネ・再エネ設備の導入に要する経費を助成するとともに、エネルギーコスト削減促進

ツールを開発し、普及を図る。 

 

２ 事業内容 

（１）  中小企業エネルギーコスト削減助成金 

ア 補助対象者 県内に本社所在地を有する中小企業者等1 

（ただし、設備の更新・導入の対象となる建物等2を県内に有する事業者に限る） 

イ 対象経費  空調・換気設備、照明設備、冷蔵・冷凍設備、エネルギー管理設備、恒温 

設備、熱電併給設備、電気制御設備、建物付属設備（断熱ガラス及びサッ

シ）、加熱設備、生産設備、発電設備（50ｋＷ未満：太陽光パネル及び付属

設備） （工事費含む、エネルギー管理設備・発電設備は新設のみ対象） 

ウ 補助率 ① 発電設備以外 

対象経費 150万円以下：２／３、対象経費 150万円を超える部分：１／２ 

② 発電設備：４万円/ｋＷ 

エ 補助額   下限 50万円、上限 500万円（うち発電設備は上限 200万円） 

 

(2) エネルギーコスト削減促進ツール普及事業 

中小企業が自主的にエネルギーコストの削減に取り組めるよう、「助成金」の申請データ等

から、設備ごとのエネルギーコスト削減効果をデータベース化し、現状の経営分析に加え、設

備導入によるコスト削減効果や設備投資効果、CO2 削減量を算出できるツールを開発し、金

融機関や産業支援団体を通じて普及を図る。 

 

３ 令和５年度予算額 

８億１，２５６万９千円 

 

 

 

 

 

 

 
1 中小企業支援法第２条第１項第１号から第４号で規定する会社、個人及び組合（主たる業種が、農林漁業、学校・社会教育業、医薬品小売業、医療・福祉業を除く）、 
旅館業の営業許可を有する宗教法人（宿坊等）、酒類業組合・連合会、生活衛生同業組合・連合会、商店街振興組合、認定職業訓練を実施している法人・団体 

2 建物等における補助対象者の事業内容が、農林漁業、教育業、医薬品小売業、医療・福祉業、宗教業、性風俗関連特殊営業でないもの。 

事業内容 金 額 

(1) 中小企業エネルギーコスト削減助成金 800,000千円 

(2) エネルギーコスト削減促進ツール普及事業 12,569千円 

合 計 812,569千円 



プロフェッショナル人材戦略拠点事業  

 

経営・創業支援課 中小企業支援係 

１ 目 的 

地方創生の核となる「ひと」と「しごと」の創出を目的に、県内企業の攻めの経営や経営改善

への意欲を喚起し、専門人材の活用による企業の経営革新を実現するため、平成 27 年に「長

野県プロフェッショナル人材戦略拠点」を設置し、企業の求人ニーズの掘起しと求職者のマッ

チングを支援してきたところ。 

国が第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略策定に伴い、令和２年度から体制・機能の抜本的

強化・拡充に取組む方針を示したことから、本県においても体制を強化・拡充している。 

 

２ 事業内容 

（1） 長野県プロフェッショナル人材戦略拠点の体制 

   R4.4月から、地域の事業者とネットワークを有する地域金融機関にサテライトマネージャー

７名を設置し、人材ニーズに関する課題の把握と、専門人材の活用を促進 

（2） 実施事業 

① プロフェッショナル人材のニーズ発掘と人材供給 

・ 企業訪問により経営相談を行うとともに経営革新に必要な人材ニーズを掘り起し、これ

を人材ビジネス事業者等へ提供して人材供給へつなげる 

・ 都市部の大手企業からの出向等による制度を活用し、プロフェッショナル人材を誘致 

・ 業務委託型の副業・兼業人材活用を県内企業に周知し、活用希望企業を発掘 

② イベントにおける人材誘致 

・ 県内企業とプロフェッショナル人材とのマッチングイベントを開催 

・ 転職や移住等のイベントに出展し、プロフェッショナル人材の登録・マッチングを促進 

③ 情報発信 

・ 県内企業経営者に制度を周知するとともに、都市部のプロフェッショナル人材に長野県

をアピールするため、新聞、経済誌等のメディアを活用して情報発信 

④ 関係企業・機関とのネットワーク構築 

・ 長野県プロフェッショナル人材戦略協議会を開催し、人材ビジネス事業者、市町村、金

融機関等と連携 
 

３ 予算額 

  7,990万３千円 
 

拠点ホームページ：https://www.nagano-pro.com/ 
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【事業イメージ】 



産業・雇用 総合サポートセンターについて 

 

産業労働部 経営・創業支援課 中小企業支援係 

 

１ 産業・雇用 総合サポートセンターの設置目的 

新型コロナウイルスにより経済的影響を受けている全ての事業者が必要な支援を受けられるよう、国・

県の経営・雇用支援策について、相談から支援策の紹介、申請書の作成・提出までをトータルで支援

する総合サポートセンターを各地域振興局（商工観光課・労政事務所）に設置。 

 

２ 産業・雇用 総合サポートセンター事業 

(1) 実施内容 

   ア 経営・雇用に関する相談・支援策の紹介 

       制度融資、一時支援金、各種補助金等の支援策の紹介 

イ 重点的にサポートする支援策 

（ア）中小企業等事業再構築促進事業（国）の利用促進 

  補助事業の周知や認定支援機関等と連携して支援 

    （イ）中小企業経営構造転換促進事業（県）の申請窓口 

 上乗せ補助の受付、申請手続きをサポート 

 

(2) 令和４年度事業実績 

① サポートセンター相談件数：4,580件 

   説明会・相談会の開催：10回 

② 申請支援数（再構築補助金・ものづくり補助金）：208事業者 

 

 （3）予算額 

    １，８５５万６千円 


